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女性アスリートの育成・支援プロジェクト  

「女性スポーツ医学普及啓発プログラム」 

 

１． 背景 

月経困難症、月経前症候群、無月経など女性特有の問題を多くの女性アスリー

トが抱えており、パフォーマンスや生涯に渡る女性の健康に影響を与えている

が、産婦人科を受診しているアスリートは少なく、対応できる産婦人科医も少な

い。 

 

２． 事業内容と目的 

 婦人科医を対象として講習会を実施し、アスリートに対応できる産婦人科医

を育成するとともに、スポーツ現場に周知し、受診しやすい環境を整備する 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産婦人科医向け講習会 

女性アスリートが抱える 

婦人科問題への対応と治療 

アンチ・ドーピングの 

基礎知識 

 

 

産婦人科医による 

アスリートへの栄養指導法 

一般社団法人 女性アスリート健康支援委員会 

【構成団体】          【協力団体】 

・日本医師会          ・日本オリンピック委員会 

 ・日本産婦人科学会       ・日本パラリンピック委員会 

 ・日本産婦人科医会       ・日本アンチ・ドーピング機構 

 ・子宮内膜症啓発会議      ・全国養護教諭連絡協議会 

 ・日本体育協会         ・日本スポーツ栄養学会 

 ・国立スポーツ科学センター   ・女性スポーツ医学研究会 

 

 

対応可能な産婦人科医をホームページに公表し、スポーツ現場に周知 

スポーツ 
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№ 開催都道府県名 会場 開催日

H29年７月９日（日）
13時から16時

H29年10月1日（日）
13時から16時

広島県医師会館

6 山形県
山形市医師会館
4階大ホール

H29年12月３日（日）

4 鳥取県
国際ファミリープラザ
3階　稲盛ホール

H29年11月19日（日）
13時から16時

7 群馬県

8 佐賀県 佐賀病院 H30年１月27日（土）

3 沖縄県 沖縄県医師会館
H29年10月29日（日）
12時から15時30分

群馬メディカルセンター
H29年12月16日（土）

15時から18時

5 埼玉県
埼玉県医師会館
5階　大会議室

H29年11月23日（木・祝）
13時から

都道府県産婦人科医講習会開催地一覧

10 山口県 山口県医師会館
H３０年２月25日（日）
13時から16時

9 東京都 東京都医師会館 H30年2月12日（月・祝）

1 鹿児島県 鹿児島県医師会館

2 広島県
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（参 考） 

一般社団法人女性アスリート健康支援委員会   

 

 
１． 設立の背景： 月経困難症、無月経などの女性特有の問題を抱えている女性アスリートが少なくないが、

適切な対応ができていない。 

 

２． 目的： 以下の活動を通じて女性アスリートの健康保持、競技力の向上ひいては女性の生涯にわたる

QOL向上を図る。 

 〇女性アスリートに対応できる婦人科診療体制の充実 

 〇女性アスリート特有の問題についての認知拡大 

 〇女性アスリートの婦人科受診の促進 

 

３． 主な事業内容 

 〇産婦人科医師、女性アスリートに関わる医師等への啓発事業 

 〇スポーツ指導者、スポーツ関係者への啓発事業 

 〇女性アスリート、保護者等への啓発事業 

 〇養護教諭、教諭、学校医等への啓発事業 

 〇女性アスリート特有の問題についての情報発信 

 

■理事 

会長    川原 貴   （前国立スポーツ科学センター センター長） 

副会長   藤井 知行 （公益社団法人 日本産科婦人科学会 理事長） 

副会長   安達 知子 （公益社団法人 日本産婦人科医会 常務理事） 

理事    温泉川梅代 （公益社団法人 日本医師会 常務理事） 

理事    百枝 幹雄 （特定非営利活動法人 日本子宮内膜症啓発会議 実行委員長） 

理事    監物 永三 （前公益財団法人 日本体育協会 副会長） 

理事    橋本 聖子 （公益財団法人 日本オリンピック委員会 副会長） 

理事    伊藤 静夫 （前公益財団法人 日本体育協会スポーツ科学研究室 室長） 

理事    能瀬さやか （国立スポーツ科学センター産婦人科） 

 

■監事 

 伊藤 博之 （聖路加国際大学・聖路加病院 評議員） 

 望月浩一郎 （虎ノ門協同法律事務所 弁護士） 

 

■事務局 

 住 所：〒150－8050 東京都渋谷区神南１－１－１ 岸記念体育会館 地下 1階 

 電 話：０３‐6804‐7739（Fax兼用） 

 e-mail: f-athletes@vesta.ocn.ne.jp 

 

 

＜構成団体＞ ＜協力団体＞ 

・公益社団法人日本医師会             ・公益財団法人日本オリンピック委員会 

・公益社団法人日本産科婦人科学会       ・公益財団法人日本障がい者スポーツ協会日本パラリンピック委員会 

・公益社団法人日本産婦人科医会        ・公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構 

・特定非営利活動日本子宮内膜症啓発会議 ・全国養護教諭連絡協議会 

・公益財団法人日本体育協会        ・女性スポーツ医学研究会 

・国立スポーツ科学センター            ・日本スポーツ栄養学会 
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